
山口市まち・ひと・しごと創生総合戦略の全体像 

人口長期ビジョン 
（2060年を視野） 

目指すべき姿 
「山口に住んでみたい、 
住み続けたい」と実感できる 

「定住実現都市」 

基本目標（成果指標） 

若い人たちをターゲットに 

「しごと」をつくる 
◆若者の雇用創出数 
 2019年度までの５年間で450人 
◆若い世代の就業率 
 2019年度までに、 
 20～34歳の就業率（男女）77％（2010年 75％） 
 25～44歳の就業率（女）73％（2010年 70％） 
◆市内総生産（GDP） 
 2019年度までに8,000億円（2009年 7,586億円） 

山口に新たな 

「ひと」の流れをつくる 
◆若者の転出超過の抑制 
 2019年度までの５年間で転出超過抑制 450人 
◆アクティブシニアの受入れ 
 毎年50人のアクティブシニアの移住を促す 
◆交流人口  
 2019年度までに、500万人（2013年度 438万人） 

◆結婚希望実績指標 ※1 

 2019年度までに、80％（2013年度 69％） 
◆合計特殊出生率 
 2019年度までに、1.60（2013年度 1.50） 
◆子どもを安心して生み育てられる環境が 
   整っていると思う、子どもを持つ親の割合 
 2019年度までに、65％（2013年度 52.4％） 

都市、農山漁村が共生する、 
地域の特性に応じた 

生活圏・都市圏の形成 
◆住まいの地域が住みやすいと思う市民の割合 
 2019年度までに、95％（2013年度 86.8％） 
◆ボランティアや地域活動への参加割合 
 2019年度までに、50％（2013年 41.8％） 

主な重要業績評価指標（KPI） 

誘致企業数４社/年、雇用創出数100人/年 

新規起業、創業件数 53件/年 
空き店舗率 4.8％（2013年度 13.8％） 

宿泊客数 95万人（2013年度 約82万人） 
湯田温泉宿泊客数 65万人以上（2013年度
約47万人） 

市内４大学の県内就職率 約50％ 
（2013年度 約40％） 

中山間地域等における空き家バンク等を 
活用した移住世帯 25世帯 
（2013年度 15世帯） 

外国人観光客 32,000人以上 
（2013年度 21,716人） 

やまぐち結婚応援団数 35 

子育ての不安や悩みを解決できている 
親の割合 65％（2013年度 53.5％） 

保育所待機児童数 0人（2013年度 33人） 
放課後児童クラブ待機児童数 0人 
（2013 年度 12人） 

公共交通機関の利便性に満足している市民
の割合 55.9％（2013年度 49.4％） 

大殿・白石・湯田地域の人口 30,000人以上 
(2013年度 30,167人) 
小郡地域の人口 26,500人以上 
(2013年度 24,553人) 

災害の面で安全に暮らせると思う市民の割
合 72.5％ （2013年度 38.9％） 

主な施策・やまぐち地方創生100プロジェクト 

（１）雇用促進と中小企業振興 
   マネジメント力の向上、起業創業支援、中核企業  
   の育成、企業誘致の促進、サービス産業活性化等 
（２）観光・交流のまちづくり 
   観光地域づくりの推進（山口市版DMO※2機能の  
         強化）、広域観光の推進、国際観光の推進 等 
（３）農林水産業の経営基盤の強化と担い手の育成 
   新規就業者の確保・定着・多様な担い手の育成、 
   多彩な農業生産の強化とブランド化 等 

（１）大学等と連携した若者の定着支援 
   大学生等の地元就職促進、大学生等のまちづくり 
   への参画 等 
（２）国機関や企業の地方移転の促進 
   政府関係機関誘致の推進、企業の地方拠点強化に 
   向けた取組の推進、プロフェッショナル人材誘致 
（３）幅広い世代を対象にした移住促進 
   移住・定住に向けたプロモーション活動、生涯活 
   躍のまち構想（CCRC※3）の検討・推進 等 
（４）教育・アート・観光・スポーツによる 
   豊かな感性、まちの価値を育む都市づくり 
   スポーツ資源を活用した交流人口の拡大 等 

（１）結婚・出産・子育てへの切れ目のない支援 
   結婚に向けた情報提供や出会いの場などの機会 
   の提供、医療費の経済的負担を減らす取組 等 
（２）仕事と生活との調和 
   ワーク・ライフ・バランスの推進、女性が働き 
   やすい環境整備 等 
（３）子どもの教育環境の充実 
   情報化社会に主体的に対応できる「情報活用能 
   力」の育成、確かな学力の定着 等 

（１）日常生活圏を形成する「協働によるまちづくり」 
   地域拠点強化、コミュニティ交通の維持確保、 
   地域のリーダー人材育成、地域ビジネス創出 等 
（２）高次都市機能が集積する「広域県央中核都市づくり」 

   都市間連携の推進、高次都市機能の強化・集積、 
   立地適正化計画策定、持続可能な公共交通網構築 等 
（３）安心、安全な市民生活の実現 
   健康寿命を延ばす環境づくり、地域包括ケア推進、 
   迅速な避難体制づくり、総合的な浸水対策の推進 等 
 

総合戦略（2015～2019年度） 

本市の人口の現状を分析し、人口に
関する認識を共有。目指すべき将来
の方向と人口の将来展望を掲示。 

人口減少社会に向けた積極的な戦略 

◎出生率の改善、向上 
⇒希望出生率1.9（2035年度）を目指す 
◎定住、移住促進 
⇒若者の転出を段階的に抑制し、  
 2019年度以降、毎年150人抑制 
 することを目指す 
⇒アクティブシニア 50人/年受入れ 
◎生産年齢人口の確保、地域経済 
 縮小の克服 
⇒雇用の場を段階的に増やし、 
 2019年度以降、毎年150人増やす 
 ことを目指す 
◎将来に向けた都市の基盤、骨格づくり 

⇒地域、拠点の特性に応じた機能の 
 「強化・集約化」と「連携・補完」 

若い世代の 

「結婚・出産・子育て」
の希望に応える環境整備 

基本的な方向 

2060年には 
約17万人を維持 

◎この状況が持続されれば、将来、人口  
   が安定的に推移することが見込まれる 

全国学力・学習状況調査正答率の全国平均
との比較（※全国の正答率の平均値を100
とする）全教科において105以上 

※1) 結婚の希望と５年経過後の結婚の実績の対比を現した指標。具体的には、「調査時点より５年前における、 
 18～34歳の人口に占める有配偶者の割合と５年以内の結婚を希望する者の割合の合計（A）」に対する「調査時点  
 における23～39歳の人口に占める有配偶者の割合（B）」の比率（＝B／A）を算出したもの。 

※2) DMOとは、観光地のブランドづくり、情報発信やプロモーション、マーケティング、戦略策定などを担う観  
 光地域づくりの推進主体のこと。※3) CCRCとは、高齢者が移り住み、健康時から介護・医療が必要となる時期  
   まで継続的なケアや生活支援サービス等を受けながら、生涯学習や社会活動等に参加するような共同体のこと。 

等 

資料２－２ 



■山口市まち・ひと・しごと創生総合戦略の４つの政策の基本的な考え方、関係性

定住の実現

域内消費の拡大
新たに需要をつくる

継続的に総需要を増やす

経済対策

（短期）

子育ての不安や悩みを解消

・経済的負担の軽減（こども医療費の助成、

多子世帯の保育料の軽減、民間サービスの充実）

・相談機能の強化「子育て包括支援センター」の設置

保育環境の整備（量の充実）

・待機児童ゼロ（施設整備、保育人材の確保）

・放課後児童クラブ等の充実

（大規模校の第３児童クラブ新設など）

教育なら山口

・基礎学力の向上

（補助教員の増員、ＩＣＴを活用した授業・学校図書の充実）

・山口らしい生きる力の養成

（ＹＣＡＭ等の連携など、芸術や文化と触れ合う感性教育、

大内文化、明治維新等から学ぶ歴史観、

地域協働や地域人材と育む郷土愛、

外国語教育、異文化と触れあうことにより醸成される国際感覚）

女性の活躍促進

・女性の持つスキルを生かしたビジネス環境の整備

（テレワーク、クラウドソーシングの促進）

・大学等と連携した出産、子育て後の職場復帰支援

・男女共同参画の推進（男性の育児休業取得率の向上）

生涯活躍のまち（ＣＣＲＣ）構想の策定と推進

ＵＪＩターンの促進（幅広い世代）

域外マーケットの拡大
（新商品開発、シティセールス、海外戦略）

中核企業の育成
各事業所、企業の

生産性の向上

総需要拡大戦略

（短期的な視点）

生産体制強化戦略

（中長期的な視点）

起業創業支援、商店街活性化

地産地消 サービス産業の活性化

交流人口

の拡大

経営革新

人材育成、

人材確保

女性活躍

都市連携

インバウンドの獲得

都市価値の向上

新たな投資

人を呼び込める

地域資源の

ブラッシュアップ

都市の魅力向上

域内調達力、

付加価値化の向上

大学生の定着

高度人材、地域人材

の誘致、活用

企業誘致、政府機関の誘致

山口らしい

ものづくり産業の活性化

（農林漁業、ＩＣＴなど）

アクティブシニアの受入れ

５０人／年

（うち都市部 ３０人）

若者の転出超過抑制

（若者の働く場の創出）

１５０人／年

（２０１９年以降）

希望の改善、向上

希望出生率

「１．９」の実現

（２０３５年）

山口に新たな”ひと”の流れをつくる

若い人たちをターゲットに、

山口に”しごと”をつくる

若い世代の結婚、出産、子育ての

希望に応える環境整備

都市の”活力”

（広域県央中核都市づくり）
都市間連携の推進による広域経済・交流圏の形成

立地適正化計画の策定・運用による山口・小郡都市核における

高次都市機能の強化・集積、都市の生産性・市民生活の利便性向上

持続可能な公共交通網の再編・構築、交通事業者の経営改善 等

都市、農山漁村が共生する、

地域の特性に応じた生活圏、都市圏の形成

”安心”な市民生活

（協働によるまちづくり、日常生活機能の維持）
地域拠点強化･コミュニティ交通の維持確保、集落･地域間連携構築

自治組織の体制強化、地域のリーダーとなる人材の育成、地域課題を解決する農林水産業や地域ビジネスの創出･育成 等

都市、農山漁村が共生する、

地域の特性に応じた生活圏、都市圏の形成

大学等による

高度な人材育成、

学術研究機能の強化、

高次都市機能の強化、コンパクト化

新たな雇用

（働く場の創出）

明治維新、大内文化、

文化・芸術（ＹＣＡＭ）、

スポーツ（レノファ山口）、

教育なら山口

豊かな自然

広域観光

日本遺産の登録



■山口市人材定着、人材還流事業

地（知）の拠点大学による

地方創生推進事業（COC＋）

大学等

（9大学、3高専）

県内市町

連携

美祢市

徳山大学

宇部ﾌﾛﾝﾃｨｱ大学

○○大学

●●町

：

：

：

：

：

：

○○市

企業・団体

（18企業、8団体）

山口経済同友会

山口県商工会議所

連合会

：

：

：

山口市立地企業連絡協議会

（約80社）

山口県中小企業家同友会

（山口支部）

介護・保育関係

株式会社 △△

山口大学

山口県立大学

山口県 山口市

山口学芸大学
人材育成・定着促進

人材還流促進

サービス産業活性化

専門委員会

※市内中核企業の創造

※商工会議所等を通じて

欲しい人材のニーズ調査

※奨学金等の検討

山口市まち・ひと・しごと

創生総合戦略会議

国等の人材還流事業

市内金融機関

ハローワーク山口

山口商工会議所
（会員企業、観光コンベンション、

湯田旅館組合など）

市内高校（同窓会）

市内中核企業
（約１００社

を目標）
※毎年50人の雇用創出

・コネクター度

（地域の複数の企業から仕入れ等の取引

関係がある度合）

・ハブ度
（地域外から資金を獲得し、地域に資金を

配分する度合）

・雇用貢献度

（雇用吸収力）

・利益貢献度

（納税額）

市内高校卒業生

本市に何らか

縁のある人
首都圏のアクティブシニア

新規学卒者など

専門人材

（経済、まちづくり）
クリエイティブ人材

（文化、スポーツなど）

マッチング

マッチング

【総合戦略の目標】

５年間の若者の雇用創出数 450人

（５年目：150人/年）

アクティブシニアの移住促進 50人/年

新型交付金の活用など

生涯活躍のまち

（CCRC構想策定）

推進専門委員会

宇部市


